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[報告 5]  

震災復興の歩みと               

平成 30年以降に向けた水田農業ビジョン 
髙玉輝生（JAふくしま未来 営農部 農業振興課 次長（災害復興特命担当）） 

JAふくしま未来の概要 

 福島県の県北に位置し、南北に約 60km、東西に約 75km、東は太平洋に面し、北は宮城県に接している。 

 2016年 3月 1日に、旧 JA新ふくしま、JA伊達みらい、JAみちのく安達、JAそうま

の 4JAが合併して誕生した。 

 組合員数：正組合員、准組合員合わせて約 9万 5000人 

 職員数：約 2000人 

 貯金残高：約 6500億円 

 販売品販売高：約 276 億円（震災前の旧 4JA の合計販売高は 365 億円ほどあったが、

東日本大震災によって激減してしまった） 

 穀類、果樹、野菜、畜産物、特産品から加工品まで、多岐にわたる生産をしており、現在、1 億円以上の品目を 

25品目、うち 10億円以上の品目を 10品目にすることを目指してがんばっている。 

震災と原発事故で農業基盤が壊滅的打撃 

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分に東日本大震災が

発生。東京電力福島第一原子力発電所の事故が重な

り、誰も経験したことがないような未曾有の被害と

なった。主に旧 JA そうまの話になるが、管内の被

害状況は死者・行方不明者 1683 人。多くの組合員

が犠牲となった。建物の全壊・半壊・一部損壊は 1

万 1300 棟、津波・原発事故を含めた避難者は 2 万

8000人にのぼった。 

東電の福島第一原発から 20km 圏内の警戒区域、

30km 圏内の緊急時避難準備区域、計画的避難区域、

それが旧 JA そうま管内の 6 割をしめた。その後、

規制区域の解除・見直しがすすめられ、緊急時避難

準備区域は平成 23 年 9 月 30 日に解除。警戒区域は

平成 24 年 4 月 16 日、計画的非難区域は同年 7 月

17 日に解除・見直しされ、現在は、帰還困難区域、

居住制限区域、避難指示解除準備区域の 3 区域に再

編されている。 

旧 JA そうまの水田面積は約 1 万 2000ha。そのう

ち津波による冠水が約 4000ha、原発事故による被

害が約 5000ha。水田面積の約 9 割が被害にあった。

そして平成 23 年は、わずか 1690ha の作付となった。 

平成 22 年のそうま地区の水田活用の状況をみる

と、主食用米以外で水田をフルに活用できるよう、

加工用米 40ha、麦 188ha、大豆 370ha、飼料作物

930ha、飼料用米 360ha、WCS30ha、そして、米粉用

米にも一部取り組んでいた。さらに、振興作物が

220ha。なるべく調整水田や自己保全管理を解消し

ながら、農家の所得をあげるべく、水田のフル活用

を目指して取り組んできた。平成 23 年には、加工

用米を増やすために業者と取引の協議をしていた。

これらの取組みが、震災で水の泡となってしまった。 

髙玉輝生さん（右）と大内義行さん（農業振興課課長補佐） 
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畜産については、震災前は 4 畜種で飼養者 364 戸、

飼養頭数は 4864 頭だったが、震災後は飼養者 101

戸、飼養頭数 2261 頭にまで激減してしまった。津

波だけならこれほどの被害にはならなかったが、原

発事故による避難のため、やむなく家畜を処分する

しかなかった。特に小高地区は、家畜を放置し、避

難というよりも着の身着のまま逃げることで精いっ

ぱいという状況だった。また、高齢による廃業も重

なった。ただ現在は、若い後継者が「畜産未来の会」

を結成し、優良畜種（肉質・増体の良い血統）の導

入をはかり規模拡大をするなど、明るい話題もある。 

農地の復興に動き出す 

農地の復興対策には、国の被災農家経営再開支援

事業を活用して 22 の復興組合を立ち上げ、2700ha

ほどの農地のガレキ撤去、草刈り・除草などの共同

作業を行なった。 

津波被災農地については、被害の軽微な農地を中

心に、除塩による水田の復旧に取り組んだ。農家自

身が作業できない部分は、JA の子会社が作業を受

託した。作業工程としては、まず圃場に炭カルを散

布し、弾丸暗渠を設けて塩分を下に浸透させ、次に

耕起・代かきをして塩分を横に流す。平成 25 年ま

でに 350ha の水田が復帰し、その秋には黄金色の稲

穂が実った。 

 

原発事故で汚染された農地については、新地町で

は草地約 17.3ha で反転耕運による除染を行ない、

空間線量は平均 0.26 マイクロシーベルトから 0.13

マイクロシーベルトに低減した。相馬市では、水田

73ha、畑 19ha、草地 150ha の除染を行ない、26 年

12 月までに完了している。南相馬市では、水田

3266ha、畑 1577ha について、農地の除染計画に基

づき、事前のモニタリング調査を実施のうえ、深耕

および反転耕による除染が行なわれている。飯館村

と南相馬市の小高区については、避難区域というこ

ともあり、国の直轄で剥ぎ取りによる除染が行なわ

れ、現在はほぼ終了している。 

果樹の除染については、高圧洗浄機による除染と、

それでも線量が下がらない部分についてはソヒ削り

を実施。新地町、相馬市、南相馬市のナシ、リンゴ、

イチジク、合計で 96.9ha ほどの樹園地を除染して

いる。 

そうま地区の水稲作付面積の推移をみると、震災

前の平成 22 年は、全水田面積約 1 万 2000ha のうち、

約 8400ha を作付していた。震災後の平成 24 年には

約 1800ha、平成 25 年は 2100ha、平成 26 年は

2300ha、平成 27 年にようやく 3000ha を超え、昨年

は 4200ha と、ようやく震災前の 50％の面積までに

回復した。計画としては、平成 29 年は 4800ha、平

成 30 年には 5000haを目指している。 

震災後初めて作付をする水田については、倒伏に

よる放射能汚染の影響や風評を懸念する農家も多い。

また、米価下落のなかで農家所得を確保するため飼

料用米を推進してきたので、昨年の作付面積

4200haのうち 1730haは、飼料用米となっている。 

安心・安全にむけた取り組み 

放射性セシウム吸収抑制対策として、平成 24 年

から追肥で塩化カリの散布を行なっている。カリウ

ムが少なくなるとセシウムを吸収しやすくなるため、

土壌分析をしながら、カリの少ない水田には 10a あ

たり 60kgほどの塩化カリを散布している。 

また、米の全袋検査体制も確立している。専用の

検査機器（非破壊検査）で、30kg 袋のままベルト

コンベアに乗せ、放射能を計測する。すべての米袋

について、安全を確認してから出荷をしている。く

ず米についても同様の検査を行なっている。 

全袋検査の結果をみると、平成 24 年は 50 ベクレ

ルを超えたものもあったが、平成 28 年にはゼロ。

放射能の数値は確実に下がってきている。平成 25

年は一時的に数が増えているが、これは東電が原子

力建屋のカバーを外したときに飛散したのではない
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かと推測される。だいぶ抗議をしたが、農水省も東

電も「そういったことはない」と否定している。 

米以外の農産物、土壌、飼料作物等についても、

Nai シンチレーター、プラスチックシンチレーター

といった放射性物質測定器 8 台を営農センターや直

売所に設置し、自主検査体制を確立している。平成

23 年から毎年約 6000 点の農産物検査を実施し、安

全・安心な農産物を提供している。 

農畜産物販売の回復にねばり強く取り組む 

平成 22 年度は、米穀、園芸、畜産あわせて 100

億円以上の販売高があったが、震災後の平成 23 年

には 46 億 8000 万円と、半分以下に激減した。今年

度は 32 億 6000 万という計画目標に向けて取り組ん

できたが、ほぼ達成できる見込みだ。震災後の平成

23 年のほうが今年度より販売高が大きいが、これ

は、平成 23 年には平成 22 年産米の販売があり、ま

た家畜を処分したことと、今年度は販売高につなが

らない飼料用米が多いことによるものだ。 

管内には、インショップを含め 3 つの直売所があ

り、平成 22 年の販売高は 3 ヵ所合計で 3 億 2800 万

円だった。それが、店舗が津波による壊滅的な被害

を受けたり、営業できる店舗でも風評被害があった

りして、なかなか野菜が売れない状況が続いた。平

成 25 年にようやく 3 億円に回復し、今年度は 3 億

7000 万円の計画を大幅に超えて達成できる見通し

だ。これは、地元で放射能に対する理解が得られて

きた結果ではないかと思っている。ただし、学校給

食への食材の提供は回復できていない。 

JA そうまの米は、震災前は関東圏の米と同等、

もしくは少し高めの価格で取引されていたが、現在

は福島県産と書かれた米はスーパーに並んでいない。

野菜については、震災前のレベルに回復しつつある。

果実については、モモが当 JA の主力品目だが、山

梨県や長野県に比較するとだいぶ価格が安い。肉牛

についても、他県に比べると、やはり枝肉で 200～

300 円ほど安くなっている。風評被害をなくすため

に、何度も市場に出向いてはいるが、なかなか理解

を得られず、単価が取れない状況が続いている。福

島県産物については、「損害賠償補償があるからこ

こまでで頭打ちにしていいだろう」という流通の仕

組みができあがっているのではないかと疑念を感じ

ているが、安全・安心にむけてさらなる取組みをす

すめ、ねばり強い PR をしていきたいと考えている。 

平成 30年以降の水田農業ビジョン 

農水省のホームページに掲載されている米の需要

と供給のバランスをみると、平成 24 年以前は、生

産量が多いものの、需要量もあり、バランスがとれ

ていた。平成 25 年から需要量が減り、平成 27 年ま

では民間在庫が増え続けている。昨年ようやく、適

正といわれる 200 万トンまで民間在庫が減り、平成

29 年はそれを維持できる見込みとなっている。 

今年の米価の上昇で勘違いをし、来年、飼料用米

から主食用米に戻すところが増えてしまったら、米

価は再び暴落するのではないかと心配している。人

口はこれから減る一方で、当然、米の消費も減って

いく。そのなかで適正な民間在庫を維持することは、

大きな課題だろうと切実に感じている。 

現在、福島県では、全農が中心となって JA 別・

制度別・用途別作付ガイドラインを作成し、平成

30 年度問題にむけた協議・検討を行なっている。

各 JA のさまざまな営農類型を勘案しながらガイド

ラインを作成することは、決して簡単なことではな

いが、全国的な規模で JA グループが牽引すべき事

項だと思う。 

国の政策としては、地域農業再生協議会が中心と

なり、それぞれの地域水田農業ビジョンを見直し、

実現・達成しなければならない。これについては、

かつての産地づくり交付金のように、再生協議会が

予算編成をして執行でき、農地集積の推進や各地域

の振興作物を推進・拡大できる仕組みに戻すべきだ

ろうと私は考えている。 

複数年契約で安定販売をめざす 

平成 29 年産米からは、複数年契約に取り組んで

いく予定だ。長期的に安定した販売先を確保する目

的で、農家にとっては経営リスクの分散、収入の安

定化、JA にとっては需要に応じた銘柄および数量

の確保ができるというメリットがある。1 月には説

明会を開き、2 月からは担い手を中心に推進してい

る。品種は、福島県が開発した「天のつぶ」という

米で、倒伏しにくく、収量もそこそこ多いことが特

徴だ。3 年間の複数年契約を考えており、最低価格
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を 1 万 1000 円に設定。現在、取引先を絞り込んで

いるところだ。 

農家の低コスト化を支援 

また、農家手取りを最大限アップするために、平

成 27 年から全農と協議を行ない、物財費削減、労

働費低減、生産性向上についての検討している。同

時に、生産者に意向調査をし、そこから出てきた多

様なニーズと合わせて、儲かる経営体づくりを目指

している。 

飼料米は、とれればとれるほど交付金はもらえる

が、反面、肥料・農薬にコストがかかるようでは農

家の手取りアップにつながらない。あまりコストを

かけずにいかに収量を確保するかがひとつの課題で

あり、私たちは、次のような対策について、実証栽

培を実施した。 

① 土壌分析による施肥の削減  

② 低コスト肥料  

③ 担い手支援大型規格資材  

④ 農機具コスト低減（アグリシードリースの利用

など）  

⑤ 育苗・移植作業の省力化（鉄コーティング直播） 

⑥ 施肥の省力化  

⑦ 防除の省力化  

⑧ 除草・水管理の省力化  

⑨ 草刈り・乾燥調製の省力化  

⑩ 多収栽培 

結果としては、だいぶ省力・コストダウンができ

たようだ。特に鉄コーティング直播は、人員削減が

できるうえ、種子が常温で数ヵ月保存できるので、

面積が多く田植え作業が長期化する大規模経営体か

らは非常に好評だった。そこで、2016 年度には、

鉄コーディング湛水直播の栽培暦を独自に作成して

いる。〈下図〉 

また、今年から 3 年を目途に、メーカーと協力を

して新しい品種の米を開発中だ。コシヒカリやひと

めぼればかりでは、大規模農家になるとどうしても

作業が集中してしまい、特に適期刈取が難しい。そ

ういった問題の解消を目的としている。もし多収品

種が見つかれば、輸出も視野に入れたいと考えてい

る。 

最後になるが、私たちは当面の最重点事項として、 

① 農業生産基盤の復旧と営農（米づくり）再開 

② 農家所得のアップ 

③ 地域営農ビジョンの策定と実践 

④ 国民的な理解～安全・安心の PR と風評被害の払

拭 

を掲げ、復旧・復興対策をすすめている。ご支援い

ただいている皆様に、近い将来、必ずや、再生した

相馬地方、福島の緑と大地をお見せしたい。いずれ

は花となり、実を結ぶ「タネ」まきとして。 

 

鉄コーティング直播のようす JA独自の鉄コーティング湛水直播による飼料用米の栽培暦 
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